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東京都消費生活条例とは
第１条

この条例は、都民の消費生活に関し、東京都が実施す

る施策について必要な事項を定め、都民の自主的な努

力と相まって、次に掲げる消費者の権利を確立し、もっ

て都民の消費生活の安定と向上を図ることを目的とする。

◎消費者の権利の一つ

不適正な取引行為を行わせない権利



東京都消費生活条例に規定する
事業者の責務
•第２５条

知事は、事業者が消費者との間で行う取引（商品の購入、交換等

を業として営む事業者が、消費者を相手方として商品の購入、交換

等をする取引を含む。以下同じ。）に関して、次のいずれかに該当

する行為を、不適正な取引行為として規則で定めることができる。

（一号から九号まで規定）

２ 事業者は、消費者と取引を行うに当たり、前項の規定により定め

られた不適正な取引行為を行ってはならない。



不適正な取引行為①

◎不適正な取引行為の類型として、以下の１から９までを定めている。

• １ 消費者の自主性を害する不当勧誘行為

消費者の意に反して、又は消費者にとって不適当な契約と認められる

にもかかわらず若しくは消費者の判断力不足に乗じることより、契約の

締結を勧誘

• ２ 情報提供義務違反行為

書面交付義務、広告表示義務その他消費者に情報を提供する義務に

違反して、契約の締結を勧誘



不適正な取引行為②

• ３ 誤信を招く情報提供等

販売の意図を隠し、品質、安全性、取引条件等に関する重要な情報を

提供せず、若しくは誤信を招く情報を提供し、又は将来に係る不確実な

事項について断定的判断を提供して、契約の締結を勧誘

• ４ 威迫・困惑させる行為等

威迫して困惑させ、又は迷惑を覚えさせるような方法で、若しくは心理

的に不安な状態・正常な判断ができない状態に陥らせ、契約の締結を勧

誘



不適正な取引行為③

• ５ 不当な取引内容を定める行為

信義誠実の原則に反し、消費者に不当な不利益をもたらす内容の契約

を締結させる

• ６ 不当な履行強制行為

消費者又はその関係人を欺き、威迫して困惑させる等不当な手段で、

契約に基づく債務の履行を迫る



不適正な取引行為④

• ７ 不当な履行遅延行為

債務を不当に拒否し、若しくはいたずらに遅延させ、又は継続的取引に

おいて、正当な理由なく取引条件を一方的に変更し、若しくは事前の通

知をすることなく履行を中止する

• ８ 不当な終了拒否行為

正当な根拠に基づく契約の申込みの撤回、契約の解除・取消しの申出

若しくは契約の無効の主張に際し、これらを妨げて、契約の成立・存続を

強要し、又は契約の申込みの撤回等によって生じた債務の履行を不当

に拒否・いたずらに遅延させる



不適正な取引行為⑤

• ９ 不当与信行為

商品・サービスの購入に係る与信契約について、消費者の利益を不当

に害することが明白であるにもかかわらず、契約締結を勧誘し、又は消

費者の利益を不当に害する方法で与信契約に基づく債務の履行を迫る

※不適正な取引行為の具体的な内容については「東京都消費生活条例

施行規則」で規定している。

くらしに関わる東京都の情報サイト「東京くらしＷＥＢ」を参照

HTTPS://WWW.SHOUHISEIKATU.METRO.TOKYO.LG.JP/HOUREI/JOREI/DOCUMEN

TS/JYOUREIKISOKU20230410.PDF

https://www.shouhiseikatu.metro.tokyo.lg.jp/hourei/jorei/documents/jyoureikisoku20230410.pdf
https://www.shouhiseikatu.metro.tokyo.lg.jp/hourei/jorei/documents/jyoureikisoku20230410.pdf


行ってはならない行為①

•消費者の拒絶の意思表示にもかかわらず、又はその意思
表示の機会を明示的に与えることなく、電話機、ファクシミリ、

情報処理機器等を利用して一方的に広告宣伝等を行い、契

約を勧誘

一方的な広告宣伝で勧誘することはやめましょう。

•法令に定められた記載事項を表示しない広告により契約を
勧誘

広告には法令に定められた事項を記載しましょう。



行ってはならない行為②

•品質、安全性、内容、取引条件などの重要な情報を消費者
に提供せずに契約の勧誘をする

取引条件などの重要な情報は消費者の契約の判断に必要

です。必ず提供するようにしましょう。

• 「このサプリメントを飲むと必ず痩せる」「この投資商品は必
ず儲かる」などと嘘の説明をする

嘘や誤信させるような説明をしてはいけません。



行ってはならない行為③

•取引条件が実際よりも著しく有利であると誤信させる表現を
用いて、契約を勧誘する

実際は違うのに、「この広告を見た方だけ半額」「割引キャン

ペーンは今月限り」等の広告をしてはいけません。

•契約解除に伴う清算金などで消費者に不当に高額・高率の
負担を求める条項を設けた契約を締結させる

不当な取引内容を定める行為はやめましょう。



行ってはならない行為④

•消費者からの再三の督促に対して適切な対応をすることなく、
履行を拒否又は引き延ばす

不当な履行遅延行為はやめましょう。

•正当な根拠に基づく契約の解除・取消の申出に対し、不当
に拒否し、不当な違約金等を要求するなどして、契約の存続

を強要する

不当な契約終了拒否行為はやめましょう。



リーフレットの紹介
これだけは守りたい販売事業者の

ルール（東京都消費生活条例編）

（令和元年9月発行）

• 東京都消費生活条例では、消費者が迷惑を感じる勧誘等を禁止している。正し
い知識を持ち、消費者を困惑させない販売を行うことが必要。

• 事業者の皆様が、自主的に適正な商取引に取組んでいただけるよう、具体的な
事例をあげてリーフレットを作成。ぜひご一読いただき、ご活用ください。

※くらしに関わる東京都の情報サイト「東京くらしＷＥＢ」に掲載

HTTPS://WWW.SHOUHISEIKATU.METRO.TOKYO.JP/TORIHIKI/TAISAKU/DOC
UMENTS/HPJOREIJIGYOUSYASHUUCHI.PDF

https://www.shouhiseikatu.metro.tokyo.jp/torihiki/taisaku/documents/hpjoreijigyousyashuuchi.pdf
https://www.shouhiseikatu.metro.tokyo.jp/torihiki/taisaku/documents/hpjoreijigyousyashuuchi.pdf


不適正な取引行為が行われて
いる疑いがある場合①

不適正な取引行為が行われている時、東京

都は、事業者に対し、必要な是正措置をとる

•まず、東京都は、勧誘方法、取引の仕組み、事業者の実態
等について、必要な調査を行う。



不適正な取引行為が行われて
いる疑いがある場合①

•事業者に対する事情聴取・報告徴収のほか、事業者の事
務所、営業所等に立ち入って、帳簿、書類、設備その他を

調査し、また従業員等に質問する「立入調査」を行う。

•不適正な取引行為の全容等の解明のために必要な場合は、
事業者と消費者との間で行う取引に密接に関係する者（密

接関係者）に対して、立入調査等を行う。



不適正な取引行為が行われて
いる疑いがある場合②

•調査の結果、不適正な取引行為の疑いが濃い場合は、東
京都は事業者に対して改善指導を行う。

•条例違反が明らかで、違反内容が悪質な場合は、「意見
陳述の機会付与」等の手続きを経た上で、「勧告」を行う。

•消費者被害の発生及び拡大を防止するために必要な場
合は、調査の経過及び結果を都民に情報提供する。



特定商取引法と東京都消費生活条例

•事業者に対して、不適正な取引行為をやってはいけないと規
定しているところは、基本的には同じ。

氏名・勧誘目的の明示義務、再勧誘の禁止、不実告知の禁止、重要事項の不告知の禁止、

迷惑を覚えさせるような勧誘の禁止、判断力不足に乗じる勧誘の禁止、過量販売の禁止 等

•特定商取引法に基づく行政処分と、東京都消費生活条例に基
づく勧告を、同一事業者に対して、東京都が行うことは可能。

※東京都は、不適正な取引行為に関する調査を行う場合、 特定商取引

法及び東京都消費生活条例の両方に基づき調査を行うこととしている。



特定商取引法と東京都消費生活
条例の違い①

•特定商取引法は、訪問販売、電話勧誘販売など７つの特定
の取引に適用されるのに対し、条例は、店舗販売を含む全て

の消費者取引※に適用される。

•特定商取引法は、他の法律で規制される取引は適用除外で
あるのに対し、条例は、全ての消費者取引※に適用される。

※条例の規制対象は、「事業者が消費者との間で行う取引（商品の購入、

交換等を業として営む事業者が、消費者を相手方として商品の購入、交換

等をする取引を含む。）」



特定商取引法と東京都消費生活
条例の違い②
•特定商取引法には、民事ルール（クーリング・オフや取消、中途解
約のルール）があるのに対し、条例には、民事ルールはない。

•特定商取引法では、事業者が禁止行為を行った場合、行政庁は
行政処分（業務停止命令、指示）を行うのに対し、条例で行うのは、

禁止命令※を除き、行政指導（勧告も行政指導の一種）。

※禁止命令とは、タレント・モデルになるための講座などの特定の取引に関し

て、重大不適正取引行為（不実告知、故意の重要事項不告知、威迫困惑）を

行った事業者に対し、１年以内の期間を限り、契約の締結勧誘及び締結を禁止

すること



特定商取引法と東京都消費生活
条例の違い③

•特定商取引法には、罰則規定（３年以下の懲役又は３
００万円以下の罰金若しくはその併科など）があるのに

対し、条例は、禁止命令違反※を除き、罰則なし。

※禁止命令に違反した場合は５万円以下

の過料、禁止命令に係る立入調査等を

拒否した場合は３万円以下の過料



事業者の皆様へのお願い

条例第７条

事業者は、商品又はサービスの供給その他の事業活動を行うに当たり、

消費者の権利を侵してはならない。

２ 事業者は、事業活動を行うに当たり、常に法令を守るとともに、都がこ

の条例に基づき実施する施策に協力しなければならない。

３ 事業者は、商品又はサービスの供給その他の事業活動を行うに当た

り、自主的に、危害の防止、表示等の事業行為の適正化、事業活動に伴

う消費者からの苦情の迅速かつ適切な処理等必要な措置をとるよう努め

なければならない。
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